
【事務事業シート（政策的経費）】
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令和５年度　　事後評価シート

Ｋ  P  Ｉ

県の支援によるアジア高度IT人材の誘致数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 アジア高度ＩＴ人材受入促進事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

IT産業の振興と産業のDXを推進するため、アジア圏域の高度IT人材や県内外の留学生と県内

企業とのマッチングを支援し、IT人材の県内就職と定着につなげる。

始期 R4

終期

ー 時点･期間 ー

現状値 14 人

目標値 40 人 目標値

R4年度見込 時点･期間 R4～5年度 時点･期間 R4～6年度 時点･期間

R6

達成率 ％ 達成率 ％

人 実績値 人

達成率 72.50 ％ 達成率 ％

ー 人

実績値 29 人 実績値 人 実績値

60 人 目標値 ー 人 目標値

千円

決算額 31,710 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 31,749 千円
最終現計予

算額

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

選考会の時点では、参加企業11社、合計採用希望人数20名を確保できていたが、内定時点では、採用したい人材の重複や企業側の

辞退等もあり、最終的にR5年度は9社が15名を採用。前年度と比べ１名増となったものの、目標とする定員20名/年には至らな

かった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

始期 R4

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

デジタル人材確保・育成の取組みが認知された数(ホームページPV数)

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

R4年度、R5年度と選考会時点での採用希望人数を定員の20名を上限として進めてきたが、R6年度はR4・5年度で

採用した企業やネパール人材のインタビュー動画を事業説明会やHP等で見てもらい、企業が具体的なイメージを

持つことで事業への参加を促し、上限としてきた定員20名を超える採用希望人数を確保することにより、目標達成

に向けて取り組むこととしている。

当初 事　項 デジタル人材育成・確保推進事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

県民所得の向上を目指し、IT産業の振興や県内産業のDX、県外IT企業の誘致を促進するた

め、その基盤となるデジタル人材の育成・確保に産学官が連携して取り組む。

時点･期間 ー

現状値 41980 PV

目標値 100000 PV 目標値 100000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5.2 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 ー

実績値 PV

達成率 128.75 ％ 達成率 ％ 達成率

PV

実績値 128750 PV 実績値 PV 実績値 PV

PV 目標値 ー PV 目標値 ー

千円

決算額 15,723 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 15,872 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定以上の成果が出ており、IT人材はデジタル（Webなど）で情報収集することから、デジ

タルマーケティングを活用した広報活動を継続することで６年度以降もKPIは目標達成すると考えられることか

ら、６年度の執行方法は５年度同等を想定。県のデジタル人材育成・確保に関する取組みや県内IT企業の情報等を

総合的に発信するサイトを運営していることから、当該サイトへの掲載を希望する県内企業の声もあり、７年度予

算は維持またはより効果的な執行方法の検討など実施を想定している。

５

年

度



3

4

始期 R5

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

デジタル人材育成教育課程等の定員創出数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

9月

補正

事　項 デジタル人材育成教育課程等設置支援事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

社会のデジタル化が急速に進行する中、県内にデジタル人材を確保するため、県との連携協定

に基づき、県が目指すデジタル人材育成を行う教育課程を新設する大学に対し、その経費の一

部を補助する。

時点･期間 ー

現状値 ー 人

目標値 80 人 目標値 440

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 ー 時点･期間 R5年度 時点･期間 R5～6年度 時点･期間 ー

実績値 人

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 80 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 ー 人 目標値 ー

千円

決算額 43,000 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 43,000 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H27

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

プロフェッショナル人材の成約件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 拡充

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、６年度も県と連携協定を締結する３大学において新教育課程

の設置が見込まれていることから、相当する定員創出数をKPIとし、事業規模を拡充する。

当初 事　項 プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

プロフェッショナル人材の活用を促進するプロフェッショナル人材戦略拠点を設置し、県内中

小企業に対して新事業や販路開拓などの取組みを促し、経営革新を図る。

５

年

度

時点･期間 ー

現状値 394 件

目標値 430 件 目標値 ー

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 H27～R4年度 時点･期間 H27～R5年度 時点･期間 ー 時点･期間 ー

実績値 件

達成率 109.30 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 470 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 ー 件 目標値 ー

千円

決算額 3,597 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 4,000 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期延長（R5→R6）　R6目標値　500件

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定を上回る成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達成す

ると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

５

年

度
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6

始期 R5

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

ＤＸ実践人材育成数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 中小企業DX実践人材育成支援事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

県内企業の業務効率化や新事業創出等による競争力強化のため、自社内でDXに向けた取組み

を実践できる人材を育成できるよう、専門人材の派遣により育成プログラムの構築を支援する

とともに、社員の育成に必要な経費の一部を助成する。

時点･期間 ー

現状値 ー 人

目標値 100 人 目標値 200

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 ー 時点･期間 R5年度 時点･期間 R5～6年度 時点･期間 R5～7年度

実績値 人

達成率 359.00 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 359 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 300 人 目標値 ー

千円

決算額 16,815 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 27,500 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 R3

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

県の支援によりDXに関する知識や県内IT企業を知った人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

R5の実績は想定を上回る成果が出ており、R6も現状を踏まえると目標達成が期待されるものの、更なる成果を見

据え、R6執行より企業のリスキリングを促進していく。

当初 事　項 地域産業ＤＸ推進人材育成支援事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

県内企業の経営層向けセミナーや社内の中核人材を対象とする研修等を実施するとともに、IT

人材のマッチングを行い、産業全体のDXを推進することで地域の雇用創出を図る。

５

年

度

時点･期間 ー

現状値 408 人

目標値 480 人 目標値 ー

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5.3 時点･期間 R5年度 時点･期間 ー 時点･期間 ー

実績値 人

達成率 110.00 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 528 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 ー 人 目標値 ー

千円

決算額 35,013 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 35,500 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

DXの必要性や意義について、県内企業を対象としたセミナーを通じて啓発を図ることができたものの、中小企業の経営者からは産

業DXの実現に向けてリスキリングの促進を求める声があったため、令和６年度は事業の見直しを実施する。

コ　ス　ト

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度



7

8

始期 R2

終期 R8

Ｋ  P  Ｉ

雇用されている特定技能、技能実習の外国人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 外国人材受入推進事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

外国人材の円滑な受入れを促進するため、受入適正化セミナー等の開催や技能実習生等の日本

語能力向上を支援するとともに、送出国との連携強化を図る。

時点･期間 ー

現状値 6644 人

目標値 7000 人 目標値 7330

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.10 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 ー

実績値 人

達成率 127.53 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 8927 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 ー 人 目標値 ー

千円

決算額 3,132 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 3,748 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 R4

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

県の支援による県外人材とのマッチング人数（人材紹介、副業人材）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定を大きく上回っており、６年度以降も現状のニーズを踏まえるとKPIの更なる向上が期

待できることから、執行方法の見直しは想定していない。

当初 事　項 県外IT人材等活用モデル事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

県内IT企業の人材不足を解消するため、即戦力となるIT人材の県外からの確保や

首都圏等の副業人材の活用に関する取組みを支援する。

５

年

度

時点･期間 ー

現状値 4 人

目標値 35 人 目標値 35

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度見込 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 ー

実績値 人

達成率 25.71 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 9 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 ー 人 目標値 ー

千円

決算額 3,553 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 12,048 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期短縮（R5年度終了）IT人材については、県内企業の需要は高いものの、全国的に人材が不足している状況が続いている中で、R5は目標の5名に対して、外国人材の採用もあるなど、4名の確

保につなげることができた。副業人材については、自社で副業を容認していない中で、外部の副業人材活用に踏み出せない企業が多く、目標の30名に対して5名の活用に留まった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

県外から４名のIT人材確保に補助金が活用され、県内企業の人材不足解消を支援できた。本モデル事業を通じて、IT人材への需要は高い状況が続いており、人材の供給がマッ

チすれば向上する余地があると考えれられるため、R6年度からは国内だけでなく海外からのIT人材も対象に広げるとともに、人材受入れにかかる経費も新たに補助対象とす

ることで、県内企業のIT人材獲得を支援していく。

コ　ス　ト

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度



9

10

始期 R4

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

県の支援により基礎的なデジタルリテラシーを身に付けた学生の育成数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 若年者デジタルリテラシー向上促進事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

IT産業の振興と産業のDXを推進するため、大学生等を対象にデジタルリテラシーを向上させ

るための講座を実施し、IT活用手法と論理的思考を有したデジタル人材を創出する。

時点･期間 ー

現状値 240 人

目標値 700 人 目標値 1160

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4.10 時点･期間 R4～5年度 時点･期間 R4～6年度 時点･期間 ー

実績値 人

達成率 136.71 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 957 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 ー 人 目標値 ー

千円

決算額 21,726 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 23,684 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 R5

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

事業場内最低賃金30円以上の賃上げにつながった企業数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

R5まで順調に実績を上げているため、R6も引続き維持するとともに、学生が県内定着をより意識できるような企

画としていく。

2月

補正

後

事　項 えひめ業務改善応援事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

物価高騰等の影響を受ける中、業務効率化や生産性向上を図りながら賃上げを行う中小企業等

を支援するため、国の「業務改善助成金」の上乗せ補助を実施するとともに、国の助成金対象

外で賃上げに取り組む中小企業等に対して補助を行う。

５

年

度

時点･期間

現状値 － 社

目標値 170 社 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 － 時点･期間 R5年度 時点･期間 時点･期間

実績値 社

達成率 15.29 ％ 達成率 ％ 達成率

社

実績値 26 社 実績値 社 実績値 社

社 目標値 社 目標値

千円

決算額 16,749 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 28,294 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

県の事業の受付開始直前に国の業務改善助成金の対象事業所の拡大及び助成率区分の見直しが実施されたことから、県の独自補助の対象範囲が縮小したこと

に加え、原因は定かではないものの例年に比べて県内事業者が同助成金を申請する時期が若干ズレたこと等から年度末を終期とする県事業で対応できない事

業者が生じたため、未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

県の上乗せ補助、社労士等報酬補助、周知広報が国の業務改善助成金の活用促進に寄与した。令和６年度以降は、賃上げや最低賃

金の動向を注視した上で、必要な支援があれば事業実施を検討する。

コ　ス　ト

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度



11

12

始期 S33

終期

Ｋ  P  Ｉ

認定職業訓練における定員充足率（補助対象者のみ）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 ものづくり人材育成支援事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

本県の基幹産業である「ものづくり産業」における在職者の育成に取り組む認定職業訓練施設の運営費

の一部を補助するとともに、東・中・南予において職業技能体験イベントを開催し、「ものづくり産

業」への理解・関心を深め、基幹産業の維持と競争力強化を図る。

時点･期間 R8年度

現状値 60 %

目標値 70 % 目標値 70

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 %

達成率 97.14 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 68 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 70 % 目標値 70

千円

決算額 13,280 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 15,519 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

 入校時点での定員充足率は87％であったが、所属企業退社による退校者が不可抗力として発生したことや出席率80％未満で補助

対象外となった者がおり、最終的な補助対象者は目標に達しなかった。欠席理由は業務上都合が最も多く、次いで体調不良となっ

ている。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 S53

終期

Ｋ  P  Ｉ

愛媛県労働者福祉協議会の支援を通じた再就職者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和４年度から令和５年度にかけてのKPIの向上率を踏まえると、令和６年度にはKPIは目標達成すると考えられ

ることから、令和６年度の執行方法や令和７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 労働者福祉活動育成事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

勤労者の福祉の向上等に資するため、雇用環境の実態を調査するほか、(一社)愛媛県労働者福

祉協議会が行う高校生等就職準備支援事業、再就職支援事業の実施に要する経費の一部を補助

する。

５

年

度

時点･期間 R8年度

現状値 39 件

目標値 45 件 目標値 45

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 件

達成率 35.56 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 16 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 45 件 目標値 45

千円

決算額 2,426 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 2,537 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

人手不足を背景に企業の採用活動が活発化していることもあり、愛媛県労働者福祉協議会が運営するジョブえひめ就労支援セン

ターの相談窓口の相談者数及び新規会員登録数が前年度実績値を下回ったことに伴い、未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和６年度の執行から、セミナー及び相談窓口の周知広報や、ハローワーク等、他の就労支援機関との連携をさら

に強化することで、新規利用者の掘り起こしを行い、成果の向上を図る。

５

年

度



13

14

始期 H13

終期

Ｋ  P  Ｉ

予定どおりに返済している貸付割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 勤労者福祉資金貸付事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

労働金庫に資金を預託し、協調融資をもって勤労者等の生活安定、職業能力向上

を図る。

時点･期間 R8年度

現状値 100 %

目標値 100 % 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 %

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 100 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 100 % 目標値 100

千円

決算額 320,139 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
320,669 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 H13

終期

Ｋ  P  Ｉ

愛媛マイスター認定者の活動日数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　令和５年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、令和6年度以降も現状を踏まえると引き続き目標を達

成できる見込みであることから、令和６年度の執行方法や令和７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 愛媛マイスター等認定・派遣事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

「ものづくり産業」の発展・成長を図るため、県内の特に優れた技能者をマイスターに認定

し、講師派遣を行うほか、技能競技大会等における成績優秀者を顕彰することで、ものづくり

気運の醸成や人材の育成等に取り組む。

５

年

度

時点･期間 R8年度

現状値 65 日

目標値 200 日 目標値 200

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 日

達成率 47.50 ％ 達成率 ％ 達成率

日

実績値 95 日 実績値 日 実績値 日

日 目標値 200 日 目標値 200

千円

決算額 476 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 591 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

愛媛マイスターの派遣は、令和4年度から30件増加しており、少しずつ改善はしているが、近年の状況として、新型コロナウイル

ス感染症を機に派遣依頼の取りやめが行われるなど、従前関係のあった派遣先からの派遣依頼の減少が生じており、目標達成には

至っていない。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

愛媛マイスターの派遣先については、委託先である愛媛県職業能力開発協会が派遣先の開拓を行っているところ。

高等学校への実技指導の講師派遣等継続した活動以外での愛媛マイスターのさらなる活用について検討が必要。愛

媛マイスターの派遣に係る協会への委託費用については例年全額執行しており、目標値達成のためには委託費の増

額見直しや新たな派遣先開拓のための広報等の実施が必要であり、７年度予算において見直しを検討する。

５

年

度



15

16

始期 S34 

終期

Ｋ  P  Ｉ

ものづくり分野に係る技能検定合格者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 技能向上対策事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

愛媛県職業能力開発協会が実施する技能検定に係る経費及び技能検定実技試験

（2級及び3級）受検者の受検料の一部を補助する。

時点･期間 R8年度

現状値 1255 人

目標値 1600 人 目標値 1600

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 人

達成率 98.63 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 1578 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 1600 人 目標値 1600

千円

決算額 41,158 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 41,852 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和5年度の受検申請者数は、令和4年度（2,351人）と比較して2,759人に増加しており、技能検定自体の活用については成果が見られるものの、2級の定期試験の合格率が

例年と比較して低い（R４：56.6％、R５：43.7％）等の影響から合格者数が伸び悩んだ。しかしながら、概ね目標値通りの人数となっている他、令和４年度比では改善して

いる状況にある。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 R5

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

機器等整備進捗率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

合格者数の増加のため受検者数の増加が不可欠。令和６年度から国の実技試験の受検手数料の減免対象者が「３級

を受検する23歳未満の者」に見直されたことから、エントリー級である３級の受検者数の増加が見込まれる。県と

しても、若者が受検しやすい環境を整えるため、国の減免対象外である「２級の実技試験を受検する23歳未満の在

校生」について令和6年度から独自で補助を行うこととしており、令和６年度の実績を踏まえ、県独自の減免対象

者の範囲についてさらに検討を行う。

12月

補正

後

事　項 産業技術専門校機器整備事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

企業が求職者に求める技能の高度化や多様化に対応した訓練の確保・充実を図る

ため、必要な機器の整備を行う。

５

年

度

時点･期間 R8年度

現状値 － %

目標値 100 % 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 － 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 %

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 100 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 100 % 目標値 100

千円

決算額 15,156 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 19,166 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

最新の訓練機器の導入により、訓練生が知識・技能を習得し、就職につなげることにより、KGI実績値の向上に好影響を与えるこ

とができた。令和６年度以降も、引き続き地域企業等のニーズを把握するとともに、必要な訓練機器を整備していく。

コ　ス　ト

見直し方向性

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５

年

度



17

18

始期 R2

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

産業技術専門校の耐震化率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

後

事　項 産業技術専門校耐震化事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要
愛媛中央産業技術専門校の耐震性の向上を図るため、耐震補強工事等を行う。

時点･期間 R2～8年度

現状値 42.9 %

目標値 57.1 % 目標値 85.7

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R2～4年度 時点･期間 R2～5年度 時点･期間 R2～6年度 時点･期間 R2～7年度

実績値 %

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 57.1 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 85.7 % 目標値 100

千円

決算額 118,956 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額
125,336 千円

最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

終期延長（R5→R6）

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

始期 S25

終期

Ｋ  P  Ｉ

就職率（施設内訓練分）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績は目標値を達成しており、引き続きKPIは目標達成すると考えられるが、耐震化が未実施

となっている宇和島産業技術専門校については築60年を超過していることから、移転・建替え等を視野に幅広に検

討していく。

当初 事　項 訓練事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

離転職者・新規学卒者等が就職に必要な知識･技能を習得することにより、雇用の促進及び安

定が図られるよう県立産業技術専門校において職業訓練を実施する。

５

年

度

時点･期間 R8年度

現状値 92.6 %

目標値 87.6 % 目標値 87.6

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

実績値 %

達成率 96.92 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 84.9 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 87.6 % 目標値 87.6

千円

決算額 45,592 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％
最終現計予

算額 53,556 千円
最終現計予

算額

千円 決算額 千円

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

主に短期課程の訓練科において就職率が伸び悩み、目標値を2.7ポイント下回った。50～60代の年齢層の訓練生数が比較的多く就職に不利と

思われる状況があったこと、また、家庭の事情等により早期の就職が困難な者が多い傾向にあったこと等が要因であると考えられ、目標値

87.6％達成とならなかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

コ　ス　ト

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

目標値をやや下回ったものの、５年度の実績は目標値に近い数値で成果が出ていることから、令和７年度予算の見

直し等は想定していない。

５

年

度


